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研究成果の概要（和文）：（１）学校規模と生徒の学力や非認知能力，問題行動の関連性について実証的な研究
をおこなった。使用したデータは「国際数学・理科教育動向調査」（略称TIMSS）の2011年調査結果である。学
校規模ごとに集計した生徒の学力は，最も規模の小さい学校群において平均点が若干低いものの，統計的な有意
差は確認されなかった。
（２）学校規模と教員の就業環境の関連性について実証的な研究をおこなった。使用したデータは「OECD国際教
員指導環境調査」（略称TALIS）の2013年調査結果である。分析の結果，小規模校の教員ほど就業時間・授業時
間・課外活動指導の時間が短く，授業準備時間が長いことが確認された。

研究成果の概要（英文）：(1) We examined the relationship between school size and student's academic 
achievement, non-cognitive ability, and problematic behavior. Data are obtained from TIMSS 2011. It 
is shown that students in small schools performed slightly lower than those in larger schools, 
although the difference is not statistically significant. It is also shown that problematic behavior
 is fewer in small schools.
(2) We examined the relationship between school size and working conditions of teachers. Data are 
obtained from TALIS 2013. It is shown that total working hours of teachers are shorter in small 
schools than in large schools. In addition, teachers in small schools spend less hour at 
extracurricular activity such as athletic/cultural club activity.

研究分野： 教育経済学

キーワード： 学校規模　学力　教員の就業環境

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
長時間労働など学校教員の労働環境改善が政策的な課題として認識される中で，学校規模と教員の就業環境，生
徒の学習到達度，非認知能力，問題行動の関連性について包括的な実証研究をおこない，学校規模と教員の就業
環境の間に一定の関係性を見出すことができた点は社会的にも政策的にも意義が大きいと考えられる。また，本
研究の成果は，生徒・教員の両観点から適正な学校規模を検討するうえで有益な情報を与えうるものである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
義務教育期間中に獲得する学力や能力は，早期に蓄積される人的資本の中の重要な一部分で

ある。この時期に蓄積された人的資本が後の就業や所得水準に影響することを考慮すれば，学
校教育の分析は経済学においても重要な研究領域であると考えられる。また近年，我が国にお
いても「エビデンスに基づく教育政策」の必要性が認識され，教育経済学や隣接する諸分野に
おいて教育を取り扱う実証的研究が増加している。中でも，学級規模（クラスサイズ）の縮小
が生徒の学力に与える影響については複数の研究成果が発表され，「エビデンスに基づく教育政
策」の先頭を走っている（Akabayashi and Nakamura, 2014, Japan. Econ. Rev.; Hojo, 2013, 
Econ. Lett.，他）。これらの研究成果によれば，クラスサイズの縮小は学力の向上をもたらす
可能性があるものの，その効果は総じて小さく，費用対効果の観点から見れば決して効率的な
教育政策ではないことが示されている。また，隣接する教育社会学や教育心理学の研究成果に
おいても，クラスサイズ縮小の効果が小さいという点で一致している。 
 研究代表者は，2010 年ごろからクラスサイズ縮小効果の研究を継続してきたが，研究を進め
る中で，学級ではなく学年や学校全体の規模が，児童・生徒の学力や行動に影響を及ぼす重要
な要素ではないかとの感触を得ていた。その理由は，学校全体の規模によって学校生活の環境
や教員の量が大きく変動し，結果として児童・生徒の学習環境に大きな違いが生じる可能性が
あるからである。しかしながら，学校規模の大小が児童・生徒に与える影響を厳密に検証した
定量分析は皆無であったため，本研究では，学校規模が児童・生徒の教育成果に与える影響に
ついて本格的な定量分析を実施し，教育経済学に新たな視点のエビデンスを提供することが重
要であると考えた。 
 
２．研究の目的 
 研究代表者が科研費・若手(B) (H25～H27 年度) で遂行した「義務教育段階における学力形
成の経済分析」では，学級規模（クラスサイズ）の縮小が児童・生徒の学力に及ぼす因果的効
果を定量的に検証し，その成果は国内外で公刊された。この研究を続ける中で，学級ではなく
学校全体の規模の影響を無視することはできないとの感触を得て，学校規模と児童・生徒の教
育成果についての研究を着想するに至った。また，教員の長時間労働に関する国際調査結果が
報告されるなど，教員の労働環境改善が政策的な課題として認識される中で，学校規模と教員
の仕事量との間に一定の関係性を見いだせるのではないかと考え，学校規模と教員の労働環境
についての研究を着想した。 
これら 2つの研究を遂行し，学校規模が児童・生徒および教員に及ぼす影響を総合的に検証

することは，これまでの研究成果を発展させる方向性としても適切であると考えた。本研究の
目的は以下の 2点に集約される。 
・ 適正な学校規模について，児童・生徒の教育成果の観点から実証的な研究をおこなう。学

級ではなく学校の規模に焦点を当て，児童・生徒の学力や非認知能力，いじめや問題行動
などに与える影響を検証する。 

・ 適正な学校規模について，教員の労働環境の観点から実証的な研究をおこなう。労働時間
の長さや休職教員の増加など教員の労働環境悪化が問題となっているが，その要因として
学校規模縮小の影響を検討する。また，教員の労働環境と児童・生徒の教育成果との関連
についても検証する。 

 
３．研究の方法 
 学校規模が児童・生徒に与える効果に関する分析作業は，既存データの整備と非認知能力の
定量化から開始した。このうち非認知能力の定量化に関しては，海外の文献を中心に調査を進
め，適切な手法を探った。学校規模と教員の労働環境に関する分析については，各種の調査結
果から教員の労働環境・勤務実態の現状を把握し，学校規模との関連性を定量的に検証した。 
 学校規模が児童・生徒の教育成果に与える効果の分析に使用したデータは『国際数学・理科
学習動向調査』（略称 TIMSS）である。申請者は TIMSS データの分析をここ数年にわたって継続
しており，基本的なデータセットは構築済みであったため，このデータを活用した。申請者の
知る限り，学校規模の効果を定量的に検証するにあたって TIMSS データが現状では最も適して
いると判断した。このうち本研究では，TIMSS の 2011 年調査（以下，TIMSS 2011 と表記）の結
果を使用し，分析対象は，後述する教員調査との整合性の観点から，中学校 2年生とした。TIMSS 
2011 には，日本全国の中学校 138 校，生徒約 4,400 名が参加し，数学と理科の教育到達度を計
測する試験を受験した。また，生徒質問紙，教師質問紙，学校質問紙調査も併せて実施され，
生徒の家庭環境や学校生活，教師の指導状況，学校環境に関する情報も収集されている。この
調査結果から，生徒の数学・理科の学習到達度，非認知能力，問題行動を数値化し，学校規模
との関連性を調査した。 
学校規模と教員の労働環境の関係性についての分析に使用したデータは，OECD が実施してい

る『国際教員指導環境調査』（略称 TALIS）である。日本を含む調査参加国の生データを OECD
のウェブサイトからダウンロードし，データセットを構築した。日本が初めて参加した 2013
年度調査（以下，TALIS 2013 と表記）には，192 の中学校・中等教育学校，校長 192 名，教員
3,484 名から有効な回答が得られ，学校の概要，教員の勤務状況や職能開発，校長のリーダー
シップなどの情報が収集されている。この調査結果から，日本の教員の勤務実態，とりわけ学



校規模別の教職員数や勤務時間数を把握し，可能な範囲で国際比較をおこなった上で，学校規
模と教員の指導環境の関係性についての分析を実施した。 
 
４．研究成果 
 学校規模と生徒の学力，非認知能力，問題行
動の関係性については，TIMSS 2011 のデータを
活用した研究を実施した。学校規模は学校全体
の生徒数で測ることとし，調査に参加した 138
校を学校全体の生徒数によって 4つのグループ
（小規模校：120 名以下，中規模校小：121～360
名，中規模校大：361～600 名，大規模校 601 名
以上）に分類した。学校数および生徒数を表 1
に示した。なお，以下の分析は TIMSS 2011 参加校のうち，公立学校のみを対象としている。 
 数学及び理科の得点分布を学校規模ごとに示したのが図 1 である。なお，TIMSS における学
習到達度（得点）は，1995 年調査の参加国の国際平均値を 500 点，標準偏差を 100 点とする分
布モデルの推定値として算出されている。学校規模ごとに集計した生徒の学力は，最も規模の
小さい小規模校において平均点が若干
低いものの（小規模校 549 点，中規模校
小 554 点，中規模校大 552 点，大規模校
553 点），統計的な有意差は確認されなか
った。また，学力の散らばりは小規模校
で最も小さく，中規模校大で最も大きく
なっていることが確認された。 
 次に，学校規模と非認知能力，問題行
動の関連性についての研究結果を報告
する。非認知能力に関する先行研究では，
自制心や忍耐力，勤勉性などさまざまな
能力が注目されているが，本研究では生
徒がもつ学校への帰属意識を非認知能
力の指標として分析をおこなった。帰属
意識の指標は，生徒質問紙の 3つの質問
項目（学校にいるのが好きだ，学校にい
るとき安全だと感じる，学校の一員であ
るような気がする）への回答（4 件法）
の合計を標準化することによって求め
た。また，問題行動の指標は，生徒質問
紙の 6つの質問項目（からかわれたり悪
口を言われた，仲間外れにされた，うそ
を言いふらされた，物が盗まれた，他の
生徒から危害を加えられた，他の生徒か
らやりたくないことをやらされた）への
回答（4 件法）の合計を標準化すること
によって求めた。図 2は，学校帰属意識
と問題行動の指標の学校規模ごとの分布を示したものである。図では明示されていないものの，
他の学校規模グループと比較して，小規模校では学校帰属意識がやや低い一方で，問題行動指
標がやや高い（高いほうが問題行動は少ない）ことが明らかとなった。 
 続いて，学校規模と教員の就業環境に関する
分析結果を報告する。使用したデータは TALIS 
2013 の国内調査結果である。なお，以下の分析
は TALIS 2013 参加校のうち，国公立学校のみを
対象としている。学校規模別の学校数と調査参
加教員数を表 2に示した。図 3は，学校全体の
生徒数と学校全体の教員数をプロットしたもの
である。当然ではあるが，学校規模が大きくな
るほど学校全体の教員数が多くなる傾向を確認することができる。一方，図 4では学校全体の
生徒数と指導支援に携わる職員（教員の補助者，教員補助を行う職員，司書，心理学や看護の
専門職など）の総数をプロットしているが，両者の間に明確な関係性は確認されず，学校規模
にかかわらず一定数の指導支援職員が配置されている現状を読み取ることができる。 
 TALIS 2013 の教師質問紙には，就業時間についての質問項目がある。この質問への回答から，
通常の 1週間における総就業時間，授業時間，その他の業務への時間を算出し，学校規模別に
集計した。図 5は，通常の 1週間における総就業時間と授業時間の分布を学校規模ごとに集計
したものである。いずれについても，規模の小さい学校に勤務する教員ほど時間数が短くなっ
ており，中でも小規模校の教員の就業時間（小規模校平均 49.8 時間，中規模校大平均 55.5 時

N ％ N ％
小規模校 6 4.35 147 3.33
中規模校小 37 26.81 1,101 24.94
中規模校大 56 40.58 1,834 41.55
大規模校 39 28.26 1,332 30.18
計 138 100 4,414 100

学校 生徒
表1

N ％ N ％
小規模校 17 9.09 146 4.64
中規模校小 64 34.22 1002 31.82
中規模校大 57 30.48 1089 34.58
大規模校 49 26.2 912 28.96
計 187 100 3149 100

表2
学校 教員



間），授業時間（小規模校平均 14.8 時間，中
規模校大平均 18.5 時間）が短くなっている
ことが示されている。 
 

次に，通常の 1 週間における授業計画・準
備時間と課外活動指導時間を集計した図 6を
みると，小規模校の教員ほど授業準備に使う
時間が長く（小規模校平均 10.5 時間，中規
模校大平均 8.0 時間），部活動等の課外活動
の指導に使う時間が短い（小規模校平均 6.9
時間，中規模校大平均 8.3 時間）ことが明ら
かとなっている。上述の通り，小規模校は学
校全体の生徒数が 120 名以下であり，おおむ
ね 1学年 1学級となっていることが予想され
る学校群である。こうした小規模校では学校
全体の教員数が少ないものの，平均就業時間
や部活動の指導に使われる時間が短く，授業
計画や準備に使われる時間が長くなってい
ることが確認された。こうした教員の就業環
境が教科指導や生活指導に影響を与えてい
る可能性があると考えられるが，この点につ
いては今後の研究課題として研究を継続し
たい。 
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